
令和 ７年 度 江田 島 市 障害 者 就労 施設 等か ら の物 品等 の  

調達 方針  

 

令和 ７ 年 ４ 月１ 日制 定  

 

１  趣旨  

「 国 等 に よ る 障 害 者 就 労 施 設 等 か ら の 物 品 等 の 調 達 の 推 進 等

に関 する 法 律（ 平成 ２４ 年 法律 第５ ０号 。以 下「 障害 者優 先 調達

推進 法 」と い う。）」第９ 条 の規 定 に基 づき 、障 害 者就 労施 設 等か

らの 物品 等 の調 達の 推進 を 図る ため の方 針 を定 め 、本市 に おけ る

障害 者優 先 調達 の一 層の 推 進を 図る 。  

 

２  調達 方 針の 適用 範囲  

本方 針 の 適 用範 囲は 、市の 全て の組 織が 発 注す る物 品等 の 調達

に適 用す る 。  

 

３  調達 の 対象 とな る障 害 者就 労施 設等  

  調 達 の 対 象 と な る 障 害 者 就 労 施 設 等 は 、 以 下 の と お り と す る 。 

(１ )  「 障 害者 の日 常生 活 及び 社会 生活 を 総合 的に 支援 す るた め

法 律 （ 平 成 １ ７ 年 法 律 第 １ ２ ３ 号 ）」 に 基 づ く 事 業 所 ・ 施 設

等  

ア  就労 移 行支 援事 業所  

  イ  就 労継 続支 援事 業 所（ Ａ型 ・Ｂ 型 ）  

  ウ  生 活介 護事 業所  

  エ  障 害者 支援 施設（ 生活 介護 、就労 移行 支援 、就労 継続 支援

を行 う入 所 施設 に限 る ）  

  オ  地 域活 動支 援セ ン ター  

  カ  小 規模 作業 所  

 (２ ) 障 害者 優先 調達 推 進法 の政 令に 基 づく 事業 所  

   ア  「 障 害者 の雇 用 の促 進等 に関 す る法 律（ 昭和 ３５ 年 法律 第



１２ ３号 。以 下「 障害 者雇 用 促 進法 」とい う。）」に基 づく子

会社 の事 業 所（ 特例 子会 社 ）  

イ  重度 障 害者 多数 雇用 事 業所  

(ア )  障 害 者の 雇用 者数 が ５人 以上  

(イ )  障 害 者の 割合 が従 業 員の ２０ ％以 上  

(ウ )  雇 用 障害 者に 占め る 重度 身体 障害 者 、知 的障 害者 及 び

精神 障害 者 の割 合が ３０ ％ 以上  

(３ )  障 害 者雇 用促 進法 に 基づ く在 宅就 業 障害 者等  

ア  自宅 等 にお いて 物品 の 製造 、役務 の提 供 等の 業務 を自 ら 行

う障 害者 （ 在宅 就業 障害 者 ）  

   イ  在宅 就業 障害 者 に対 する 援助 の 業務 等を 行う 団 体（在 宅支

援団 体）  

 

４  調達 の 対象 品目  

調達 を推 進 すべ き物 品等 に つい ては 、物品 及び 役務 その 他 障 害

者就 労施 設 等が 受注 する こ とが 可能 なも の 。  

  

５  調達 の 推進 方法  

  障害 者 就労 施設 等か ら 提供 可能 な物 品 等 に つい ては 、当 該 施設

等か らの 情 報を もと に 庁 内 各部 署へ 情報 提 供し 、可能 な 限り 障 害

者就 労施 設 等へ の 発 注に 努 める 。  

  

６  調達 の 目標  

  調達 目 標 額 は 、前 年度 の 調 達し た実 績 額を 上回 るこ と を目 標と

する 。  

 

７  調達 方 針及 び調 達実 績 の公 表  

  調達 実 績に つい ては 、翌 年 度に 概要 を 取り まと め 、市ホ ー ムペ

ージ 等に よ り公 表す る。  


